
令和４年度広報・調査等交付金を活用した事業概要の公表について

原子力発電施設の周辺地域住民に対する原子力発電に関する知識の普及、原子
力発電施設等が周辺地域住民の生活に及ぼす影響に関する調査として、以下の
事業を実施した。
【調査事業】
・他県原子力関係視察及び調査等（青森県・宮城県）
　年３回／日本原燃施設（青森県）、女川原子力発電所（宮城県）ほか／職員８名
・原子力専門講座及びエネルギー講座等参加
　年１回／原子力研修講座（東京都）／職員４名
・原子力に関する情報の収集整理及び資料作成のための会計年度任用職員１名
を配置
・参考図書等の購入
【広報事業】
・ポスター、チラシ、パンフレット等広報（カラー複合機賃貸借）
・原子力発電施設等見学（青森県・宮城県）（対象者）一般市民
　年３回／日本原燃施設（青森県）、女川原子力発電所（宮城県）ほか／市民（市
内自治会・青年会議所）１９名
・原子力、放射線に関する住民向け講座の実施（対象者）一般市民
　年１回／『放射線被ばくと健康影響に係る講演会』／市民（一般住民）７９名

6,302,241唐津市佐賀県 6,302,241 唐津市一円

佐賀県 佐賀県 広報・調査等事業

玄海原子力発電所立地・周辺地域の住民等に対する原子力発電所に関する知識
の普及、原子力発電施設等がこれらの周辺の地域の住民の生活に及ぼす影響に
関して行われる連絡調整に関する事業として以下の事業を実施する。
【調査事業】
玄海原子力発電所周辺地域における環境保全と原子力に関する知識の普及を図
ることを目的として、佐賀県原子力環境安全連絡協議会を開催（期日：8月2日、2月
1日／場所：玄海町）、
国内調査、研修、情報収集整理
【広報事業】
職員の知識習得を目的として、県・市町・教職員研修を実施（期日：7月～12月の間
で9回／場所：佐賀県庁、佐賀県市町会館、オフサイトセンター、武雄総合庁舎、
WEB／参加者数：275人）、広報用パネル（27枚）の展示（期日：令和4年12月1日～
12月23日／場所：アバンセ　1F展示コーナー及び展示ギャラリー）、原子力関係勉
強会の開催、広報紙等による広報
【連絡調整事業】
国、関係市町、他道府県との連絡調整（原子力発電関係団体協議会総会等への
参加）

13,321,849 13,321,849

佐賀県 玄海町 広報・調査等事業

【調査事業】九州地方電源地域連絡協議会の会議や研修講座等への参加、原子
力関係図書購入等
【広報事業】原子力広報用カレンダー及び封筒の制作、備品の点検及び購入、原
子力関連施設見学会の実施（見学会の回数：１回、対象者：地元商工会関係者、
見学先：日本原燃㈱原子燃料サイクル施設及び原燃ＰＲセンター）
【連絡調整事業】全国原子力発電所所在市町村協議会総会等及び全国原子力発
電所立地議会サミットへの参加や、広報・調査等事業にかかる国・県との連絡調整

12,140,052 12,140,052 玄海町一円

広報・調査等事業

都道府県名 事業主体 交付金事業の名称 交付金事業の概要 総事業費 交付金充当額 交付金事業の実施場所 備考

佐賀県一円



別紙
Ⅰ．事業評価総括表 

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

1 広報・調査事業 佐賀県 13,321,849 13,321,849

2 広報・調査事業 玄海町 12,140,052 12,140,052

3 広報・調査事業 唐津市 6,302,241

（単位：円）

番号

6,302,241

備 考交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金事業者

名
交付金事業に要した経費 交付金充当額



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業の概要

番号

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県
交付金事業実施場所 佐賀県一円

玄海原子力発電所立地・周辺地域の住民等に対する原子力発電所に関する知識の普及、原子力発電施設
等がこれらの周辺の地域の住民の生活に及ぼす影響に関して行われる連絡調整に関する事業として以下
の事業を実施する。
【調査事業】
玄海原子力発電所周辺地域における環境保全と原子力に関する知識の普及を図ることを目的として、佐
賀県原子力環境安全連絡協議会を開催（期日：8月2日、2月1日／場所：玄海町）、
国内調査、研修、情報収集整理
【広報事業】
職員の知識習得を目的として、県・市町・教職員研修を実施（期日：7月～12月の間で9回／場所：佐賀
県庁、佐賀県市町会館、オフサイトセンター、武雄総合庁舎、WEB／参加者数：275人）、広報用パネル
（27枚）の展示（期日：令和4年12月1日～12月23日／場所：アバンセ　1F展示コーナー及び展示ギャラ
リー）、原子力関係勉強会の開催、広報紙等による広報
【連絡調整事業】
国、関係市町、他道府県との連絡調整（原子力発電関係団体協議会総会等への参加）

総事業費 13,321,849
交付金充当額 13,321,849
うち文部科学省分
うち経済産業省分 13,321,849

交付金事業の成果目標
県民の原子力発電についての理解を深めるため、原子力発電施設の周辺地域の住民に対する原子力発電
に関する知識の普及を図り、原子力発電施設がこれらの周辺の地域の住民の生活に及ぼす影響に関する
調査を実施し、その結果を公表すること等により、玄海原子力発電所の運転の円滑化に資する。

交付金事業の成果指標

・佐賀県原子力環境安全連絡協議会の開催　2回
・佐賀県原子力安全専門部会の開催　1回
・県職員、市町職員及び教職員を対象とした放射線・放射能及び原子力発電に関する研修会参加者理解
度80％以上
・広報紙の作成・配布　約200,000部

交付金事業の名称
広報・調査等事業1



［調査事業］情報収集整理 一般競争入札　他 リコージャパン（株）　他 2,434,197

随意契約（少額）他 日之出印刷（株）　他 7,063,945
［広報事業］展示事業 随意契約（少額）他 大同印刷（株）　他 388,445
［連絡調整事業］旅費 － 県職員　

370,488

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
［調査事業］委員会 －

［広報事業］講演会等 － 講師　他

協議会委員　他 751,155
［調査事業］国内調査

［広報事業］パンフレット等広報
545,890

堤紙業（株）　他　
成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

県職員 1,581,009
［調査事業］研修 － （学）産業医科大学 3,000

－

183,720
［連絡調整事業］通信費、事務用品 一般競争入札　他

交付金事業の成果及び評価

・佐賀県原子力環境安全連絡協議会を2回開催。
・佐賀県原子力安全専門部会については、県が専門家から助言・指導を得るべき状況が生じなかったた
め開催を見送った。
・県職員、市町職員及び教職員を対象とした放射線・放射能及び原子力発電に関する研修会を9回開催。
275人が参加。アンケートの結果、「基礎知識の向上に役立った」が90％以上であった。
・環境放射能調査結果等を掲載した広報紙を2回作成し佐賀県内全域に配布。配布部数：約190,600部／
回。
配布部数の減は、新聞折込世帯数が全体的に減ったことによるものだが、県内人口が減少し続けている
影響もあると考えられる。

これらの事業の実施により、原子力・放射線に係る不安の解消や正しい知識の理解促進に繋がったと概
ね評価できるが、現在でも原子力に対し不安を感じる県民も多いため、引き続き当交付金による事業を
実施することにより、原子力に係る基礎知識の普及と理解の促進を図っていく。

無

交付金事業の契約の概要



12,140,052
交付金充当額 12,140,052
うち文部科学省分 0
うち経済産業省分 12,140,052

【調査事業】九州地方電源地域連絡協議会の会議や研修講座等への参加、原子力関係図書購入等
【広報事業】原子力広報用カレンダー及び封筒の制作、備品の点検及び購入、原子力関連施設見学会の
実施（見学会の回数：１回、対象者：地元商工会関係者、見学先：日本原燃㈱原子燃料サイクル施設及
び原燃ＰＲセンター）
【連絡調整事業】全国原子力発電所所在市町村協議会総会等及び全国原子力発電所立地議会サミットへ
の参加や、広報・調査等事業にかかる国・県との連絡調整

交付金事業の概要

総事業費

町民や職員等の原子力発電に関する理解を深めるため、見学会等の実施及び原子力に関する研修への参
加を通して、知識の普及を図る等により、玄海原子力発電所の運転の円滑化に資する。

・中学生原子力関連施設見学会番組作成
　放送区域：玄海町一円　放送時期：9月下旬2週間　放送回数:35回程度
・原子力広報用カレンダー制作及び配布　4種類計4,800部
・原子力広報用封筒制作　19種類計61,500部
・各種団体及び中学生を対象とした原子力関連施設見学会等への参加者理解度　80％以上

2 広報・調査等事業
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 玄海町
交付金事業実施場所 玄海町一円

交付金事業の成果目標

交付金事業の成果指標



－ 見学会参加者他 1,553,928
[連絡調整事業]旅費等 － 町職員他 2,411,099

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

[調査事業]国内調査　旅費等 －

[広報事業]見学会　旅費等

[広報事業]パンフレット等広報　製作費等 指名競争入札他 山口印刷(株)他 4,871,070

[広報事業]展示事業　委託費等 随意契約（少額） (株)サデック他 742,500

町職員
町職員他

1,901,988
[調査事業]研修　旅費、受講料

交付金事業の成果及び評価

・中学生原子力関連施設見学会番組作成について、見学会の実施を令和４年８月頃としていたが、その
時期に新型コロナウイルス感染が拡大、学校においても感染者が増加したため、予定時期での実施を見
送った。また、冬休みや春休みは期間が短く調整が困難なため、今年度の見学会の実施は見送った。
・原子力広報用カレンダー（4種類、計4,800部）を作成し、町内の各世帯や関係機関等への配布、公共
施設等での掲載や窓口での配布を行った。
・原子力広報用封筒制作（全21種類、計65,050部）を作成し、町民や関係機関等への文書等送付に使用
した。
・原子力関連施設見学会の参加者数について、各種団体（唐津上場商工会関係者）が11名、中学生は実
施を見送った。アンケートの結果、「原子力発電の知識が深まった、原子力発電に興味が持てるように
なった」と回答した者の割合が94.4％であった。

　事業の実施により、原子力や放射線に関する正しい知識の普及と理解促進に繋がったと概ね評価でき
る。引き続き事業を実施することで、さらなる知識の普及と理解促進を図っていきたい。

500,348
－ 159,119

[調査事業]情報収集整理　資料購入費等 随意契約（特命）他 （一社）日本電気協会新聞部他

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無
無



6,302,241

交付金事業実施場所 唐津市一円

交付金事業の概要

交付金事業の成果指標

総事業費
交付金充当額 6,302,241
うち文部科学省分
うち経済産業省分 6,302,241

原子力発電施設の周辺地域住民に対する原子力発電に関する知識の普及、原子力発電施設等が周辺地域
住民の生活に及ぼす影響に関する調査として、以下の事業を実施した。
【調査事業】
・他県原子力関係視察及び調査等（青森県・宮城県）
　年３回／日本原燃施設（青森県）、女川原子力発電所（宮城県）ほか／職員８名
・原子力専門講座及びエネルギー講座等参加
　年１回／原子力研修講座（東京都）／職員４名
・原子力に関する情報の収集整理及び資料作成のための会計年度任用職員１名を配置
・参考図書等の購入
【広報事業】
・ポスター、チラシ、パンフレット等広報（カラー複合機賃貸借）
・原子力発電施設等見学（青森県・宮城県）（対象者）一般市民
　年３回／日本原燃施設（青森県）、女川原子力発電所（宮城県）ほか／市民（市内自治会・青年会議
所）１９名
・原子力、放射線に関する住民向け講座の実施（対象者）一般市民
　年１回／『放射線被ばくと健康影響に係る講演会』／市民（一般住民）７９名

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 唐津市
広報・調査等事業

交付金事業の成果目標

3

市民や防災関係者・職員等の原子力発電に関する理解を深めるため、視察会の実施及び原子力研修講座
への参加を通して、知識の普及を目指す。

・視察会及び研修講座、講演会の参加者の、原子力発電に関する理解度　８０％以上



　  　      
　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　　　

・視察会において、女川原子力発電所や日本原燃施設を視察し、原子力発電や核燃料サイクル、放射線
等に関する広範な知識の習得を図った。職員８名、市民（市内自治会・青年会議所）１９名、計２７名
が参加し、参加者によるアンケートの結果、「原子力発電に関する理解が以前と比べて深まった」の回
答が93％であった。
・研修講座において、原子力研修講座を受講し、原子力発電に関する知識の普及と広報・安全対策の充
実を図った。受講した職員４名によるアンケートの結果、「原子力発電に関する理解が以前と比べて深
まった」の回答が100％であった。
・講演会において、『放射線被ばくと健康影響に係る講演会』を実施し、原子力発電や放射線等に関す
る知識の普及と理解促進を図った。市民（一般住民）７９名が参加し、参加者によるアンケートの結
果、「放射線、原子力に関する理解が以前と比べて深まった」の回答が82％であった。

　事業実施により、原子力発電や放射線に関する正しい知識の普及と理解促進に繋がったと概ね評価で
きる。引き続き事業を実施することにより、原子力発電・放射線に関する基礎知識の普及と理解促進を
図る。

佐賀新聞唐津中央販売店　他
一般競争入札 宮島商事（株）事務機センター 506,733

[広報事業]講演会 随意契約（少額）　他 （有）ツルダ　他 92,130
[広報事業]見学会 随意契約（少額）　他 （株）肥前ツーリスト　他 2,062,700

交付金事業の成果及び評価

随意契約（少額）　他
随意契約（少額）　他
随意契約（少額）　他

[広報事業]ポスター、チラシ等広報

契約の相手方 契約金額
交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法

[調査事業]情報収集整理

[調査事業]国内調査
[調査事業]研修

（４）交付金事業の成果指標の欄は、成果目標を踏まえて定量的な指標を記載すること。
（５）交付金事業の成果及び評価の欄は、進捗度、利用量並びに効果等を出来る限り数値を用いて記載すること。

（３）交付金事業の成果目標の欄は、発電用施設周辺地域整備法第1条（目的）を踏まえて具体的に記載すること。

（６）交付金事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

（２）番号の欄は、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。

1,121,620
299,080

2,219,978

ＮＥＸＣＯ西日本　他
（一財）日本原子力文化財団　他

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

（７）成果及び評価に係る第三者機関等を活用の有無の欄については、第三者機関等を活用した場合にあっては、その名称及び
構成員等を記載
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